
鹿屋市妊婦のための支援給付金支給規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」と

いう。）に基づき、妊婦に対する支援給付金を支給することを通じて、妊娠期か

ら切れ目のない支援を実施することを目的とし、鹿屋市妊婦のための支援給付金

（以下「給付金」という。）の支給について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 妊婦 医療機関等の医師又は助産師において胎児の心拍が確認されたことで

妊娠が確定された者をいう。 

(2) 胎児の数 出産予定日の８週間前の日(出産予定日の８週間前の日以前に死

産し、又は流産した場合はその日)から出産までの間に確認された妊婦の子ど

もの数をいう。 

(3) 伴走型相談支援 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づき、市が行う

妊婦等包括相談支援事業の支援全般をいう。 

（給付金の支給対象者） 

第３条 給付金の支給対象者は、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)に基づき、

本市の住民基本台帳に記録されている妊婦であり、令和７年４月１日以後に本市

に対して給付金を受ける資格を有することについての申請（以下「妊婦給付認定

申請」という。）を行い、その認定を受けた者（以下「妊婦給付認定者」とい

う。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、支給対象者が死亡した場合には、民法の定めにより

その相続人を支給対象者とする。 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、胎児の数に一を加えた数に５万円を乗じて得た額とし、１

回目の妊婦支援給付金(以下「１回目給付金」という。)及び２回目の給付金(以

下「２回目給付金」という。)の２回に分けて支給するものとする。 

２ 妊婦給付認定者が当該妊婦給付認定の原因となった妊娠と同一の妊娠を原因と

して他の市町村から給付金の支給を受けた場合における給付金の額は、前項に規



定する額から当該他の市町村から支給を受けた額を控除した額とする。 

３ 給付金の支給は、伴走型相談支援と効果的に組み合わせるものとし、その支給

を妨げるものではない。 

（認定の申請） 

第５条 給付金の支給を申請する者（以下「申請者」という。）は、妊婦給付認定

申請をし、その認定を受けなければならない。 

２ 前項に規定する申請は、鹿屋市行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する条例（平成18年鹿屋市条例第224号）に規定する電子情報処理組織（以下

「電子情報処理組織」という。）による申請又は妊婦給付認定申請書（別記第１

号様式）による申請とし、次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(1) 申請者の本人確認書類の写し 

(2) 申請者の振込先が確認できるものの写し 

(3) 妊婦給付認定用診断書（別記第２号様式）（妊婦給付認定申請前に流産又は

死産した妊婦に限る。） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（胎児の数の届出） 

第６条 妊婦給付認定者は、市に胎児の数を届け出なければならない。 

２ 前項に規定する届出は、電子情報処理組織による申請又は胎児の数の届出書

（別記第３号様式）を用いるものとし、次に掲げる書類を添えて、市長に提出す

るものとする。 

(1) 申請者の本人確認書類の写し 

(2) 申請者の振込先が確認できるものの写し 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（給付金の支給決定） 

第７条 市長は、第５条の申請及び前条の届出があった場合は、その内容を審査し、

給付金の支給の可否を決定し、電子情報処理組織による処分通知、鹿屋市妊婦給

付認定通知書兼妊婦支援給付金支払通知書（別記第４号様式）又は鹿屋市妊婦給

付認定申請却下通知書（別記第５号様式）により申請者に通知するものとする。 

２ 給付金の支給は、第５条の申請及び前条の届出により指定された金融機関の口

座に振り込むものとする。ただし、市長が特に必要と認めるときは、この限りで



ない。 

（報告等） 

第８条 市長は、給付金の支給に関して必要があると認めるときは、申請者その他

関係する者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、

又はその職員に質問させることができる。 

（妊婦給付認定の取消し） 

第９条 市長は、法第10条の10の規定により、妊婦給付認定者が本市以外の市町村

の区域内に住所地を有するに至ったと認めるときは、当該妊婦給付認定を取り消

すことができる。 

（申請等が行われなかった場合等の取扱い） 

第10条 支給対象者から法第73条第１項の時効により妊婦のための支援給付を受け

る権利が消滅するまでに申請が行われなかった場合は、当該支給対象者が、妊婦

支援給付金の支給を受けることを辞退したものとみなす。 

（給付金の返還） 

第11条 市長は、申請者が、偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けたと

認めたときは、その支給を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第12条 給付金を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることは

できない。 

（その他） 

第13条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。  



別記 

第１号様式（第５条関係） 

 



 

  



第２号様式（第５条関係） 

 

  



第３号様式（第６条関係） 

 

  



 

  



第４号様式（第７条関係） 

 

  



 

 

  



第５号様式（第７条関係） 

 


